
予算決算常任委員会防災県土整備企業分科会提出資料

1 議案説明事項

( 1 ）議案第8号、第18号、第 19号

平成28年度三重県一般会計・特別会計予算について ・・・ 1 

( 2）議案第2号、第70号、第79号、第80号

平成27年度三重県一般会計・特別会計補正予算について ・・・ 21 

( 3）議案第44号

三重県流域下水道条例の一部を改正する条例案について ・・・ 27 

( 4）議案第87号

三重県手数料条例の一部を改正する条例案について（関係分） ・・・ 29 

2 所管事項

( 1 ）三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例の規定に

よる提出資料について ・・・ 35 

平成 28年 3月14日

県土整備部



平成28年度当初予算会計別悶事業別一覧表（県土整備部）

会計別総括表 （単位千円）

平成27年度
平成28年度

区 分
当初予算

当初予算
対前年度比

[6月補正含む］
B B/A 

A 

く82,488,485> く85,961, 715> く104%>
般 τZε込ζ 計 (82, 893, 453) (81, 291, 504) (98月）

80, 596, 816 78, 454, 146 97% 

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計
160, 682 165, 682 103% 

く14,408, 137> く100%>
流域下水道事業特別会計 (14, 403, 137) (100%) 

14, 185, 037 14, 369, 379 101% 
く97,057, 304> く100,496, 776> く104%>

メ仁芸3、 計 (97, 457, 272) (95, 826, 565) (98%) 
94, 942, 535 92, 989, 207 98% 

事業別総括表（一般会計） （単位千円）

平成27年度
平成28年度

区 分
当初予算

当初予算
対前年度比

[6月補正含む］
B B/A 

A 

く26,056, 631> く30,399, 814> く117%> 
国補公共事業 (26, 461, 450) (25, 729, 603) (97%) 

24, 463, 353 24, 208, 098 99% 
(16, 706, 142> く105%>

直 轄 事 業 (16, 706, 291) (17, 624, 849) (105%) 
16, 426, 291 16, 426, 291 100% 

公 県単公共事業
(16, 567, 561) (87%) 

19, 069, 572 16, 450, 266 86% 
共 く61,832, 345> く64,592, 224> く104%>

事 言十 (62, 237, 313) (59, 922, 013) (96%) 

業
59, 959, 216 57, 084, 655 95% 

受託公共事業
562 604 616 857 110% 

災害復旧事業
5, 041, 600 5, 125, 682 102% 

く67,436, 549> く70,334, 763> く104%>
計 (67, 841, 517) (65, 664, 552) (97%) 

65, 563, 420 62, 827, 194 96% 

非 公 共 事 業
(15, 051, 936) (104%) 
15, 033, 396 15, 626, 952 104% 

く82,488, 485> く85,961, 715> く104%>
l仁~、 計 (82, 893, 453) (81, 291, 504) (98%) 

80, 596, 816 78, 454, 146 97% 

※ 上段く 〉は、国の補正予算に係る渠補正予算（ 2月補正予算及び最終補正予算
のうち国の補正予算に係るもの）を含む。

中段（ ）は、国の補正予算に係る県2月補正予算を含む。
下段は、当初予算額



主な事業別明細表（一般会計） （単位千円）

平成27年度
平成28年度

区 分
当初予算

当初予算 対前年度比
(6月補正含む］

B 
B/A 

A 

く1.5, 417, 344) く20,323, 203) く132目〉
道 路 事 業 (15, 429, 413) (15, 781, 892) (I 02出）

14, 851, 163 14 801 092 100% 

河川砂防事業
(5, 973, 677) (5, 790, 376) (97%) 

国 5, 308, 430 5, 304, 571 100% 

補
く2,386, 018) く2,208, 500) く93%)

港湾海岸事業 (2, 778, 768) (2, 079, 600) (75%) 

公 2, 024, 168 2, 024, 700 100% 

共 都市計画事業
2, 050, 651 I 867, 424 91月

事 f主 宅 事 業
185, 963 201, 610 108% 

業
災害関連事業

42, 978 8, 701 20% 
く26,056, 631) く30,399, 814) く117%) 

計 (26, 461, 450) (25, 729, 603) (97%) 
24, 463, 353 24, 208, 098 99% 

く10,618, 499) く103%)
道 路 事 業 (10, 618, 165) (10, 891, 832) (I 03%) 

10, 535, 165 10, 535, 165 100出
く5,493, 200) くl11%) 

直 河川砂防事業 (5, 494, 533) (6, 093, 424) (111 %) 
5, 361, 533 5 361 533 100% 

轄 (445, 167) (495, 167) (111 %) 
港湾海岸事業

385, 167 385, 167 100% 事
く149,276) く97%)

業 公 関 事 業 (148, 426) (97%) 
144, 426 144, 426 100% 

く16,706, 142) く105出〉
計 (16, 706, 291) (17, 624, 849) (I 05目）

16, 426, 291 16,426,291 100% 

県 建 ~す又" 

9, 134, 920 6 853, 039 75% 
単

維 持
(8, 920, 918) ( 101 %) 

8, 860, 228 8, 803, 623 99百
公

調 査
398, 240 350, 877 88% 共

事
補 助 金 等

676, 184 442, 727 65% 

業 計
(16, 567, 561) (87%) 

19, 069, 572 16, 450 266 86% 
く61,832, 345) く64,592, 224) く104%)

A 仁3 計 (62, 237, 313) (59, 922, 013) (96%) 
59, 959, 216 57, 084 655 95% 

※ 上段く 〉は、国の補正予算に係る県補正予算（ 2月補正予算及び最終補正予算
のうち国の補正予算に係るもの）を含む。

中段（ ）は、国の補正予算I：：係る県2月補正予算を含む。
下段は、当初予算額
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県土整備部

平成28年度当初予算のポイント

1 予算編成にあたっての基本的な考え方

「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画」に基づき必要な社会資本整備等を進める

にあたり、近年多発する異常気象に伴う水害、近い将来発生が危倶される大規模地震

やそれに伴う津波から県民の皆さんの命を守ることを最優先に選択と集中を図り、地

域の安全・安心を確保する基盤整備や建築物の耐震化の促進、的確な避難に資する情

報提供などハード・ソフト一体となった地域の防災・減災対策を推進します。

とりわけ、平成27年9月の関東・東北豪雨による茨城県での鬼怒川の堤防決壊によ

る甚大な被害などをふまえた豪雨等への対応として、河川管理施設・海岸保全施設等

の整備はもとより、想定し得る最大規模の降雨を前提とした河川の浸水想定区域闘の

作成、土砂災害警戒区域等の指定のための基礎調査の推進など的確な避難に資するソ

フト対策を推進するとともに、引き続き河川堆積土砂の撤去に取り組みます。このほ

か、道路防災対策、施設の機能を確保するための適切な維持管理を推進します。

加えて、高規格幹線道路および直轄国道の整備や未事業化区間の早期事業化を促

進し、県管理道路についてはこれらにアクセスするバイパス等の抜本的な整備に加え、

柔軟な対応を織り交ぜた整備等を推進します。

具体的には、次の取組に注力しで事業を推進します。

( 1 ）自然災害への緊急的な対応

①激化する豪雨等への対策

・想定し得る最大規模の降雨を前提とした河川の浸水想定区域図の作成

・河川管理施設や土砂災害防止施設の整備 ・河川堆積土砂の撤去等

②迫りくる大規模地震・津波への対策

・河川河口部の大型水門や海岸堤防の耐震対策

－津波に対して海岸堤防を粘り強い構造とする対策等

③建築物の耐震化促進

・不特定多数の者が利用する大規模建築物、避難路沿道建築物、木造住宅の耐震化支援

( 2）命を支え地域活性化につなげる道路網の整備と機能保全

①高規格幹線道路および直轄国道の整備促進

②県管理道路の整備推進

③道路施設の老朽化対策の推進

－道路施設の定期点検結果に基づく修繕

( 3 ）流域下水道の早期供用に向けた整備推進と施設の機能保全

－流域下水道施設の整備 ・流域下水道施設の老朽化対策・耐震対策

( 4）技術力を持ち地域に貢献できる建設業の活性化

－地域の安全・安心や雇用を支える建設業の活性化に向けた支援
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2 主な重点項目

( 1 ）自然災害への緊急的な対応

①激化する豪雨等への対策

0（一部新）住民避難に資する対策

－（新）河川の浸水想定区域図作成事業（ p 8参照）

予算額 145, 0 0 0千円

(170,00 0千円※H27年度2月補正（その11含みベース）

平成27年の鬼怒川での洪水被害を教訓に、住民の的確な避難に資するため、想定し得る

最大規模の降雨を前提とした河川の浸水想定区域図の作成を推進することにより、市町の

洪水ハザードマップ作成を支援します。

－土砂災害危険箇所の基礎調査の推進（ p 8参照）

予算額 516,000千円

土砂災害のおそれのある区域における危険の周知と土砂災害警戒区域等の指定推進に向

けた基礎調査を実施します。

0河川堆積土砂の撤去（ PB参照）

予算額 655, 000千円

河川における流下能力を回復し、洪水時の被害を軽減するため、「箇所選定の仕組み」を

活用して、堆積土砂の撤去を進めます。

0施設整備の推進

－河川改修事業（ p 8参照）

予算額 3, 083,521千円

地域の治水安全度を向上し、洪水被害を軽減するため、川揺を拡げるための堤防整備や

治水上支障となっている橋梁等の改築を進めます。

－土砂災害防止施設整備事業（ p 8参照）

予算額 2, 517, 080千円

(2, 938, 080千円※H27年度2月補正（その11含みベース）

土石流等による災害から生命や財産を守るため、砂防えん堤や擁壁等の土砂災害防止施

設を整備します。
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②迫りくる大規模地震圃津波への対策

O河川管理施設の地震対策（ p 9参照）

予算額 371, 651千円

河川河口部の大型水門やダムのゲート等について、地震発生後もその機能を維持するた

め、耐震対策を進めます。

o,t一部新）海岸堤防の地震・津波対策（ p 9参照）

予算額 2, 744, 552千円

(2, 772, 052千円※H27年度2月補正［その1）含みベース）

海岸堤防について、地震時の揺れや液状化による変状を防止し、その機能を維持するた

めの耐震対策を進めます。

また、「海岸堤防強靭化対策」（新規）として、地震後に来襲する津波が堤防を越流した

場合にも背後地の被害が軽減されるよう、海岸堤防を「粘り強い構造」とする対策に着手

します。

③建築物の耐震化促進

0（一部新）建築物耐震対策促進事業（ p 10参照）

予算額 121, 047千円

地震に対する建築物及びまちの安全を確保するため、避難所として活用される不特定

多数の者が利用する大規模建築物（ホテル、旅館等）の耐震改修の支援を行うとともに、

避難路沿道建築物の耐震診断の支援を行います。

0（一部新）待ったなし 1耐震化プロジェクト（ p 10参照）

予算額 143, 795千円
地震による被害を軽減し、住まいやまちの安全性を高めるため、木造住宅の耐震診断、

耐震性の低い木造住宅の耐震補強や除却等を支援します。

( 2）命を支え地減活性化につなげる道路網の整備と機能保全

①高規格幹線道路および直轄国道の整備促進（ p 11参照）

予算額 10, 959, 881千円

(11,316,548千円※H27年度2月補正（その1）含みベース）

高規格幹線道路および直轄国道の整備促進を図るとともに、来事業化区間の早期事業化

に向けた取組を進めます。

【主な路線】

新名神高速道路、東海環状自動車道、国道 1号北勢バイパス、国道23号中勢バイパス、

国道42号松阪多気バイパス、国道1号桑名東部拡幅（伊勢大橋架替）、

熊野尾鷲道路（JI期）、熊野道路、新宮紀宝道路等

【うち平成28年度供用予定｝

新名神高速道路（四日市Jc T～新四日市JCT) 

東海環状自動車道（新四日市Jc T～東員 IC) 

国道42号松阪多気バイパスの一部
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②県管理道路の整備推進（ p 11参照）

予算額 12,285,981千円

(12,702,881千円※H27年度2月補正（その1）含みベース）

高規格幹線道路等へのアクセス道路やバイパス等の抜本的な整備に加え、柔軟な対応を

織り交ぜながら、県管理道路の整備を推進します。

【主な路線1
国道477号四日市湯の山道路、国道167号磯部バイパス、国道167号鵜方磯部バイパス、

国道169号土場バイパス、国道260号南島バイパス、国道368号大内・伊賀名張拡幅、

国道422号三田坂バイパス、国道422号八知山拡幅、県道三宅一身回停車場線等

【うち平成28年度供用予定1
国道260号南島バイパスの一部、国道422号八知山拡幅、県道三宅一身田停車場線

③道路施設の老朽化対策の推進

0定期点検とそれに基づく修繕（ p 12参照）

予算額 1, 080, 871千円

道路施設の老朽化が進むなか、県民の安全・安心を確保するため、全ての道路施設につ

いて、定期点検（ 5年にl回）を実施のうえ、それに基づく修繕を行い、道路施設を良好

な状態に保ちます。

( 3 ）流域下水道の早期供用に向けた整備推進と施設の機能保全

①下水道が使用可能な地域の拡大

0志登茂川浄化センター整備事業（ p 13参照）

予算額 2, 364, 087千円

津市北部地域を対象とする志登茂川浄化センターの整備を行います。

（平成30年4月・供用開始）

O南部浄化センター第2期整備事業（ p 13参照）

予算額 1, 133, 323千円

下水道処理区域（鈴鹿市・亀山市・四日市市南部）の拡大に伴う流入汚水量の増加に対

応するため、南部浄化センターの増設を進めます。

（平成29年度：増設用地の造成（海上埋立）に向けた護岸整備が完了）

0宮川流域幹線管渠延伸事業（ p 13参照）

予算額 9 5 o, 1 7 5千円

伊勢市、明和町、玉城町を対象とする宮川流域下水道官川処理区における流域下水道幹

線管渠の整備を進め、平成28年度から明和町へ延伸します。

（平成29年度末：明和町の一部が完了）
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②下水道施設の老朽化対策および耐震対策（ p 13参照）

予算額 1, 344, 703千円

老朽化が進む汚水処理設備の更新および、大規模地震に備えるため浄化センターなどの耐震

化を進めることにより、機能保全を図ります。

（平成28年度南部および松阪浄化センターの中央監視制御機器の更新が完了）

( 4）技術力を持ち地域に貢献できる建設業の活性化

0 （新）建設業人材定着事業

予算額 30,000千円

建設業における人材の定着に向けて、建設業の従事者が必要な技術・資格を取得する

ための研修の実施を支援します。

0建設業参入支援事業

予算額 21,501千円

求職者に対し、集合研修および企業での雇用型訓練を実施します。また、求職者に対

する情報発信、就職支援のためのマッチング説明会を行うとともに、高校生等を対象と

した現場見学会・インターンシップを実施します。

3 事業の見直し

事業本数 事業費

廃止 2本 ム278,366千円

リフォーム 3本 ど＂－6,367千円

｛木止 6本 ム724,297千円

合計 1 1本 ム1,009, 030千円
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平成 28年度当初予算主要事業
県土整備 部

政策名、施策名及び事業の内容

《政策名：防災・減災》

（施策名： 012）紡災・減災対策を進める体制づくり）

1 （一部新）建築物耐震対策促進事業

121, 047千円

[ (11205) 安全な建築物の確保］

（第8款土木費第1項土木管理費 3建築指導費）

地震に対する建築物および、まちの安全を確保するため、避難所として活用

I される不特定多数の者が利用する大規模建築物（ホテル、旅館等）の耐震改修

の支援を行うとともに、避難路沿道建築物の耐震診断の支援を行います。

2 （一部新）待ったなし！耐震化フ。ロジェクト

143, 795千円

[ (11205) 安全な建築物の確保］

（第8款土木費第6項住宅費 1住宅管理費）

地震による被害を軽減し、住まいやまちの安全性を高めるため、木造住宅

の耐震診断、耐震性の低い木造住宅の耐震補強や除却等を支援します。

3 緊急輸送道路機能確保事業

4, 5 7 4, 3 1 8千円

[ (11207) 緊急輸送道路の機能確保］

（第8款土木費第2項道路橋りょう費 3道路橋りょう新設改良費）など

災害時に人員や物資などの交通（輸送）カ河童保されるよう、緊急輸送に資

する県管理道路の計画的な修繕や整備を進めます。

（施策名： 013）治山・治水・海岸保全の推進）

1 河川事業

8, 906, 485千円

(9, 660, 176千円※刊27年度2月補正（その1)含みベス）

[ (1130 !) 洪水対策の推進］

（第8款土木費第3項河川海岸費 2河川改良費）など

洪水、地震、津波等による災害から生命や財産を守るため、河川改修等の

治水対策や大型水門等の耐震対策のほか、適切な維持管理を推進します。ま

た、想定し得る最大規模の降雨を前提とした浸水想定区域図の作成を進めま
す。
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2 河川堆積土砂対策事業

655, 00 0千円

[(11301) 洪水対策の推進］

（第8款土木費第3項河川l海岸費 2河川改良費）など

河川の流下能力を回復するため、堆積土砂の撤去を行います。

堆積土砂撤去にあたっては、当該年度の実施箇所や今後2年間の実施候

補筒所を市町と共有しながら実施します。このほか、砂利採取を活用した

土砂撤去の促進を図ります。

3 砂防事業

3, 088, 30 0千円

(3, 512, 50 0千円※H27年度2月補正（その日含みベース）

[ (11302) 土砂災害対策の推進］

（第8款土木費第3項河川海岸費 3砂防費）

土石流等による災害から生命や財産を守るため、砂防えん堤や擁壁等の

土砂災害防止施設を整備するとともに、土砂災害のおそれのある区域にお

ける危険の周知と土砂災害警戒区域等の指定推進に向けた基礎調査を実施

します。

4 海岸事業
3, 129, 719千円

(3, 267, 219千円※H27年度2月補正lその1)含みベース）

[ (11303) 高潮・地震・津波対策の推進｝

（第8款土木費第3項河川海岸費 4海岸保全費）など

高潮、波浪、地震、津波等による災害から生命や財産を守るため、堤防

等の海岸保全施設の整備や耐震対策を行うとともに、津波に対して粘り強い

構造とする対策に着手します。

《政策名：環境を守る》

（施策名： (154）大気・水環境の保全）

1 流域下水道（建設）事業
5, 998, 016千円

[ (15403) 生活排水対策の推進］

（流域下水道事業特別会計第1款流域下水道事業費

第1項流域下水道事業費 2流域下水道建設費）

公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、流域下水道の早期

供用に向けた整備を推進するとともに、施設の老朽化対策等を進めます。
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《政策名：；地域の活力の向上》

（施策名： (254）移住の促進）

I 1 移住促進のための空き家リノベーション支援事業

18, 540千円

[ (25402) 移住受入体制の整備］

（第8款土木費第6項住宅費 1、住宅管理費）

県外からの移住を促進し、既存ストックの活用による良好な居住環境を

創出するため、市町が実施する空き家等を活用したリノベーション事業を

支援します。

《政策名：安心と活力を生み出す基盤》

（施策名： (351)道路網・港湾整備の推進）

住宅課

1 直轄道路事業負担金 ｜道路企画課
1 0, 5 3 5, 1 6 5千円

(10, 891, 832千円※H27年度2月補正（その日含みベス）

[ (35101) 高規格幹線道路および直轄国道の整備促進］

（第8款土木費第2項道路橋りょう費 3道路橋りょう新設改良費）

閣が行う道路事業に対して負担金を支出することにより、県内の幹線道路

網の形成を促進します。

2 道路改築事業 ｜道路建設課
12, 285, 981千円

(1 2, 7 0 2, 8 8 1千円※H27年度2月補正｛その日含みベース）

[(35102) 県管理道路の整備推進］

（第8款土木費第2項道路橋りょう費 3道路橋りょう新設改良費）

地域高規格道路や幹線道路にアクセスする道路等の整備に取り組み、県民

生活の利便性、安全性の向上に寄与する道路ネットワークの構築を進めま

す。

3 道路維持修繕事業
7, 773, 447千円

(8, 448, 447千円※H27年度2月補正（その11含みベース）

[ (35103) 適切な道路の維持管理］

（第8款土木費第l項土木管理費 1土木総務費）など

道路施設が将来にわたって機能を充分発揮するよう、点検・診断・措置・

記録を確実に実施し、計画的な修繕・更新等に取り組みます。
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4 港湾事業
378, 459千円

(405, 859千円※H27年度2月補正（その日含みベース）

[(35104) 県管理港湾の機能充実］

（第8款土木費第4項港湾費 2港湾建設費）

利用者の安全性や港湾の機能を確保するため、施設の点検・補修を実施す

るとともに、岸壁の更新・大規模修繕等の老朽化対策を進めます。また、大

規模地震に備え、緊急輸送道路の機能を確保するため、臨港道路橋梁の耐震

対策を進めます。

（施策名： (353）安全で快適な住まいまちづくり）

1 （一部新）都市計闘策定事業

87, 956千円

[ (35301) 安全で快適なまちづくりの推進］

（第8款土木費第5項都市計画費 1都市計画総務費）

人口減少・超高齢社会、地震・津波等大規模災害に対応したまちづくりの

形成に向け、 「三重県都市計画基本方針」を策定するほか、都市計画見直し

の基礎となる都市計画基礎調査に着手します。

2 街路事業

1, 7 8 0, 1 7 8千円

[ (3530 [) 安全で快適なまちづくりの推進］

（第8款土木費第5項都市計画費 3街路事業費）

街路整備や電線類の地中化等により、都市交通の円滑化、都市災害の紡止、

都市景観の形成等を図ります。

3 往生活総合調査事業 千， 98 0千円

[ (35302) 安全で快適な住まいづくりの推進｝

（第8款土木費第6項住宅費 1住宅管理費）

毘が行った住生活総合調査の結果をもとに、有識者からなる懇話会における

意見をふまえて、県の住宅政策の基本方針と施策を示す現行「三重県住生活基

本計画j の見直しを行い、平成 28年度から平成37年度を計画期間とする新た

な計画を策定します。

4 公営住宅建設事業

201, 610千円

[ (35302) 安全で快適な住まいづくりの推進］

（第8款土木費第6項住宅費 2住宅建設費）

安全で安心な住環境の整備と既存県営住宅の長寿命化を図るため、住宅の

外壁改修や屋上防水工事等を行うとともに、高齢者向け住戸の改修を行いま

す。
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5 建築基準法施行事業 1 5, 1 6 5千円

[ (35303) 適法な建築物の確保］

（第8款土木費第1項土木管理費 3建築指導費）

建築物の安全性確保に向け、新築建築物等の完了検査の徹底などにより建

築基準法の遵守を促すとともに、不特定多数の者が利用する既存建築物の適

正な維持保全のための指導・助言を行います。

6 景観まちづくりフ。ロジェクト事業

3 2, 1 7 2千円

[ (35304) 参画と協働による景観まちづくりの推進］

（第8款土木費第5項都市計画費 1都市計画総務費）

地域の個性豊かで魅力ある景観を生かしたまちづくりを推進するため、住

民と行政の協働で景観に配慮した県有施設の整備を先導的に行います。

《行政運営の取組》

（行政運営7：公共事業推進の支援）

1 （新）建設業人材定着事業

3 0, 0 0 0千円

[ (40701) 公共事業の適正な執行・管理］

（第8款土木費第1項土木管理費 1土木総務費）

建設業における人材の定着に向けて、建設業の従事者が必要な技術・資

格を取得するための研修の実施を支援します。

2 建設業参入支援事業

2 1 , 5 0 1千円

[ (40701) 公共事業の適正な執行・管理］

（第8款土木費第1項土木管理費 1土木総務費）

求職者に対し、集合研修および企業での雇用裂訓練を実施します。また、

求職者に対する情報発信、就職支援のためのマッチング説明会を行うととも

に、高校生等を対象とした現場見学会・インターンシップを実施します。

建築開発課

景観まちづく

り課

公共事業運営

課

公共事業運営

課

3 （一部新）建設業指導監督事務費（三重県建設産業活性化プラン） ｜公共事業運営

1, 2 8 3千円 ｜課

[ (40702) 公共事業を推進するための体制づくり］

（第8款土木費第1項土木管浬費 2建設業指導監督費）

平成28年度からスタートする「次期三重県建設産業活性化プラン（仮称）」

に基づき、建設業への理解促進のため、県民の方を対象とした現場見学会等

を実施します。
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4 公共工事総合評価方式運用事業

3, 5 3 6千円

[ (40702) 公共事業を推進するための体制づくり］

（第8款土木費第L項土木管理費 1土木総務費）

公平で透明な入札制度をめさし、総合評価方式め実施状況についてのア

ンケート調査の結果や外部有識者会議（三重県公共工事等総合評価意見聴取

会）の意見などをふまえた改善に取り組みます。

5 公共工事進行管理システム事業

5 8, 6 1 7千円

[ (40701) 公共事業の適正な執行・管理］

（第8款土木費第1項土木管理費 1土木総務費）

公共工事進行管理システムについて、利用者のニーズをふまえ、利便性

の向上、事業執行等の業務効率化を実現するためのシステム更新に着手しま

す。
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平成27年度2月補正予算（一般会計補正予算（第7号））について

（会計別総括調

区 分 補正前の額 補正額

一般会計 88, 663, 340 161 196 
問団－ －間四”『同－ －ー柄引『陣干叩咽 E 四ー．岡田円

！ 土木費 83, 489, 084 161 196 
，＿ー【－ーー『ー占』占－－ －－』』 』4 －－－－－－・ M 圃凶日 a 白血－ -d凶品－岨白血

i 災割知日費 5, 174, 256 

特別会計 14, 756, 366 
・－ --M』品』』ー幽品目 白山圃－－－ －“－ －・ー・－－－－－－－－－－－－ー・－－ -－・

港湾整備事業特別会計 164, 520 

ifrt却下水道事業期lj会計 14, 591, 846 

l仁L) 計 103, 419, 706 161 196 

（事業別乱含括お

区 分 補正前¢額 補正額

一般会計 27, 714, 045 

国補公共事業 下水道特会 5, 880, 421 

l口'- 計 33 594 466 

直轄事業 一般会計 17, 624, 849 

一般会計 22, 209, 711 

県単公共事業 下水道特会 143, 310 

メ仁~、 音十 22. 353 021 

災割釘日事業 一般会計 5, 174, 256 

一般会計 15, 940, 479 161, 196 

港湾特会 164, 520 
その他事業

下損益特会 8, 568, 115 

l仁L) 計 24, 673, 114 161, 196 

一般会計 88, 663, 340 161, 196 

港湾特会 164, 520 
A口、 計

下水道特会 14 591 846 

よ口入 計 103, 419, 706 161, 196 

※「補正前¢飽には一一般会計補正予算傍6号）晴義分〕を含む

人事委員会観措に基づく給与改定の実施による補正
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（単位：千円）

補正後の予算額

88, 824, 536 

83, 650, 280 

5, 174, 256 

14 756 366 

164 520 

14, 591, 846 

103, 580, 902 

（単位・千円）

補正後の予算額

27, 714, 045 

5, 880, 421 

33 594 466 

17, 624, 849 

22, 209, 711 

143, 310 

22, 353, 021 

5, 174, 256 

16, 101, 675 

164, 520 

8, 568, 115 

24, 834, 310 

88, 824, 536 

164, 520 

14, 591, 846 

103 580 902 



平成27年度最終補正予算について

（会計別樹否お

区 分 補正前の額

一般会計 88, 824, 536 
吋『同一・－－－－－－・ a ・－－－－－－－－－

！ 土木費 83 650 280 

災害復旧費 5, 174, 256 

特別会計 14, 756, 366 
，司 m F 岡戸咽『 F 一ー－ －峰山島－ーーーー－－－－－－－－－－－－凶』占占】由民国－－

［ 樹海割藤事業特別会計 164, 520 
ー 占』占『 白山 d峰山 d岨晶－－－－－－ーーー園田明曹帯同剖』ーーー白血 a 圃凶 a 圃凶ーーー

iJ,E却下水道事業特別会計 14, 591, 846 
メ口〉、 計 103 580 902 

（輯窃I締結音器

区 分 補正前の額

一般会計 27, 714, 045 

国補公共事業 下7J<］亘特会 5, 880, 421 

メ仁ミ3、 計 33, 594, 466 

直轄事業 一般会計 17, 624, 849 

一般会計 22, 209, 711 

県単公共事業 下水道特会 143, 310 

メ仁込J 計 22, 353, 021 

災割期日事業 一般会計 5, 17 4, 256 

一般会計 16, 101, 675 

港湾特会 164, 520 
その他事業

下水道特会 8 568 115 
メ口込 言f 24, 834, 310 

一般会計 88, 824, 536 

港湾特会 164, 520 
メ仁~、 計

下水道特会 14, 591, 846 

ぷEコ〉、 計 103 580 902 

（単位．千円）

補正額 補正後の予算額

2, 833, 494 91, 658, 030 
-1-－－－－ ー開明白『『品目圃・ーー－ ----

3, 679, 209 87, 329, 489 

企845715 4, 328, 541 

4..356 567 14, 399, 799 

企1181 163, 339 

4..355 386 14, 236, 460 

2, 476, 927 106, 057, 829 

（単位・千円）

補正額 補正後の予算額

6, 157, 501 33, 871, 546 

8, 064 5, 888, 485 

6, 165, 565 39, 760, 031 

4..95, 990 17, 528, 859 

Al, 827, 093 20, 382, 618 

企l,270 142, 040 

Al, 828, 363 20 524 658 

4..845, 715 4, 328, 541 

4..555, 209 15 546 466 

Al, 181 163, 339 

4..362, 180 8, 205, 935 

4..918, 570 23 915 740 

2, 833, 494 91 658 030 

Al 181 163, 339 

4..355, 386 14, 236, 460 

2, 476, 927 106, 057, 829 

※市由UE前広衡には2月補正予算（一般会計補正予算傍6号）改五彩士〕戸、傍7号））を含む
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I国補公共事業1 6, 165, 565千円

平成27年度国補正予；算内示額が2月補正予算計上額を上回るものであったこと等によ

る増額補正を行う。

0 一般会計

（主なもの）

道路事業

（内調

国補道路改築費

道路維持交付金事業費

道路整備交付金事業費

[jj罫害義掲 ム95, 9 9 0千門

事業0-:,精算等に伴う補正を行う。

0 一般会計

住なもの）

直轄道路事業負担金

主主轄河川事業負担金

【県単0持議司 ぶ1' 8 2 8, 3 6 3千円

6, 157, 501千円

6, 140, 371千円

2, 578, 050千円

1, 892, 751千円

1, 626, 199千円ほか

-695, 990千円

ム51, 9 3 7千円

ム42, 1 7 0千円ほか

国補事業の採択に伴う事業組替等による補正を行う。

0 一般会計 ム1, 827, 093千円

住なもの）

県鞘射寺

（内部

公共土木施欄推理費

県単建設

（内訳）

県単道路苅亘安全共オ策費

地方道路整備（改築9事業費

ム898, 103千円

ム895, 742千円ほか

ム967, 338千円

ム490, 717千円

-6192, 650千円ほか
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【災害復旧事業1 ム84 5, 7 1 5千円

国から¢自己士額¢確定等による補正を行う。

0 一般会計

（主なもの）

平成27年災害土木健翻復旧費

平成27年県戦害封調日費

【その他事業1 ム918, 570千円

ム845, 715千円

ム789,420千円

ど＂82, 117千円ほか

受託公共事菜、非公共事業、流域；下水道管理費等の精算に伴う補正を行う。

。一般会計 ム555, 209千円

住なもの）

受訟共事業 ム287, 807千円

（内前

高端容幹織萱路建設促進費 ム129, 243千円

河川割鮫付金事業費 ム93, 219千円ほか

非公共事業 ム267, 402千円

胸部

管理費 ム149, 033千円

住まい安心支援事業費 ム71, 011千円ほか

Oi溺或下水道事業特別会計 ム362, 180千円

（主なもの）

宮川流域下水道（宮Jil)管理費 ム117, 051千円

北朝合岸が誠下水道（北部管理費 ム93, 4 6 9千円ほか
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（続制月許費一覧表） （単位：千円）

区 分
補正前の額 今回追加・変更 補正後の額

(A) を行う額（B) (A) + (B) 

一般会計 7, 399, 431 24, 645, 727 32, 045, 158 

土 木 費 5, 773, 843 23, 125, 972 28, 899, 815 

士オ帯理費 I 312 293 2, 252, 593 3, 564, 886 
】－－ －『一~ －－－圃峰山日－ －－圃凶ー・ a ・ーーー． - - －－咽『守守守『『同一ーー同一“－ - －占品－－凶

道路橋りょう費 3, 269, 500 14, 336 790 17 606 290 
－ー・ー四四国－－，『－ －ー】』占 4 』－ －一台－－凶－－

河川海岸費 I, 107, 050 4, 641, 935 5 748 985 
ーー園田司田町 F 司四一”ー“－』』ー－ －司『晶一・同』』

港湾費 85 000 630, 140 715 140 
ーーー回目 --－四・ F 唱閉円四ザ曹司守 F 円一明『『 自由同 F ー‘ー‘一句』‘崎－－ －‘ー白血岨巴－ - －』－ - -

都市計画費 I, 264, 514 I, 264, 514 

災害復旧費 I, 625, 588 I, 519, 755 3 145 343 

者蹴下水道事業協lj会計 50, 120 2, 917, 580 2, 967, 700 

A口、 言f 7, 449, 551 27, 563, 307 35, 012, 858 
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［議案第44号］

三重県流域下水道条例の一部を改正する条例案について

1 改正理由

松阪処理区高須田I公園内オートキャンプ場のトレーラーハウスを廃止する

ことに伴い、使用料の規定を整理するものです。

2 改正内容

トレーラーハウスの廃止に伴い当該使用料に係る筒所について削除します。

改 正 案 現 行

別表（第十八条関係） 別表（第十八条関係）

松阪処理区高須町公園のオートキャンプ場 松阪処理区高須町公園のオートキャンプ場

区分 単位 金額（円） 内容 区分 単位 金額（円） 内容

大人一人 四00 日帰 大人一人 四00 日帰

一日につ りの 一日につ りの

入場料
き 場合

入場料
き 場合

小学生以 二00 に限 小学生以 二00 に限

下一人一 る。 下一人一 る。

日につき 日につき

パンガ 一棟一泊 六、二0 0 トレー 一台一泊 一五、四O

ロー にっき ラーハ につき 。
ウス

パンガ 一棟一泊 六、三0 0

ロー にっき

オート 一区画一 五、二00 オート 一区画一 五、三00 

施 サイト 泊につき 施 サイト 泊につき

設 フリー 一区画一 二、六00 設 フリー 一区画一 二、六00 

使 サイト 泊につき 使 サイト 泊につき

用 管理棟 半日につ 一、 000 JコズL雲ロl羊 用 管理棟 半日につ 一、 000 会議

料 和室 き 用 料 和室 き 用

バーベ 一棟一回 三、 000 パーベ 一棟一回 二、 000 

キュー にっき キュー につき

棟 東

二分のー 一、 000 二分のー 一、 000 
棟一回に 棟一回に

っき っき

3 条例の施行期日

公布の日
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［議案第87号｝
三重県手数料条例の一部を改正する条例案について（関係分）

1 高齢者の居住の安定確保に関する法律に規定するサーピス付き高齢者向

け住宅の登録等に係る手数料の規定義備について

( 1 ）改正理由

「高齢者の居住の安定確保に関する法律Jに規定するサービス付き高齢者

向け住宅の登録等に係る審査に時簡を要していることから、国土交通省が i

示した戸数区分毎の審査時間数を基に、実際の審査時間に応じた登録申請

手数料となるよう改正するものです。

( 2 ）改正内容

改正後（主主録・変更・更新）

戸数

1～10戸

11～20戸

21～30戸

31～40戸

41～50戸

51～70戸

71～100戸

101戸～

(3）条例の施行期日

平成28年4月1日

手数料

30,000円

35,000円

40,000円

45,000円

50,000円

60,000円

74,000円

88,000円

改正前（登録・変更・更新）

戸数 手数料

戸数によらず一律 8,300円

2 長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則等の一部改正に係る手

数料の規定整備について

( 1 ）改正理由

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則」等が一部改正され、

新たに既存住宅の増改築に係る長期優良住宅建築等計画の認定に係る基準

が整備されたことから、認定申請手数料を追加するものです。

( 2 ）改E内容

別紙 1 ( 3 1ページ）のとおり

( 3 ）条例の施行期日

平成28年4月1日
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3 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の制定等に係る手数料

の規定整備について

( 1 ）改正理由

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」が制定されたことか

ら、認定に係る申請手数料を新設し、あわせて「都市の低炭素化の促進に関

する法律jの規定による認定に簡易な評価方法が使用可能とされたことから、

認定申請手数料を追加するものです。

( 2）改正内容

別紙2 ( 3 2ページ、 33ページ）のとおり

( 3）条例の施行期日

平成28年4月1日

4 建築基準法施行令の一部改正に係る手数料の規定整備について

( 1 ）改正理由

建築基準法施行令が一部改正され、新たに建築確認等が必要になった小

荷物専用昇降機（※）に係る確認申請等の手数料を追加するものです。

※昇降機のうち、物の運搬用で、かごの床面積 1rrl以下、天井高 1.2m以下のもの

( 2）改正内容

小荷物専用昇降機に係る確認申請等手数料（新設）

区 分

確認申請又は計画通知

計画変更確認申請又は計画変更通知

完了検査申請又は工事完了通知

( 3）条例の施行期日

平成28年 6月1日

手数料

8,000円

5,000円

24,000円
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建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく認定I新設1
0建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料

0建築物エネルギー消費性能に係る認定申請手数料

【住宅】

1件あたりの手数料の金額（円）

知事が定める方法によ その他の場合

建築物の戸数、床面積 り技術的審査を受けた （県へ直接申請する場合）

別紙2

場合 標準的な評価方法 簡易な評価方法

新規 変更 新規 変更 新規 変更

一戸建ての住宅 5,000 3,000 36,800 18,900 18,700 

1戸 5,000 3,000 36,800 18,900 18,700 

～ 5P  10, 100 6,000 74,500 38,200 35,300 

住
～10 p 17,300 10,400 104,800 54,100 51,200 

～25 p 28,900 17,300 147,500 76,600 73,600 
戸

、～50p 48,400 29,000 211,900 110,800 111,100 

共 昔＇~ ～100 p 86,800 52,000 303,800 160,500 168,100 

同 分 ～200 p 137,400 82,400 411,500 219,500 239,500 

住 ～300戸 173,600 104,100 539,600 287,100 309,500 

宅 301戸～ 185,100 111,100 633,600 335,300 352,100 

等
～ 300 ni 10, 100 6,000 117,900 59,900 117,900 

共 ～ 2,000 ni 28,900 17,300 194,500 100, 100 194,500 

用 ～ 5,000 ni 86,800 52，百日｛） 303,000 160,200 303,000 

昔日 ～10,000 ni 137,400 82,400 389, 100 208,300 389,100 

分
～25,000 ni 173,600 104,100 465, 100 249,900 465, 100 

25,000 ni～ 217,000 130,200 541,700 292,500 541,700 

【非住宅建築物】

H牛あたりの手数料の金額（円）

知事が定める方法によ その他の場合

建築物の床面積 り技術的審査を受けた （県へ直接申請する場合）

場合 標準的な評価方法 館易な評価方法

新規 変更 新規 変更 新規 変更

～ 300 ni 10, 100 6,000 260,400 131,200 93,800 47,900 

～ 2,000 ni 28,900 17,300 415,100 210,400 157,300 81,500 

～ 5,000 ni 86,800 52,000 590,900 304,100 254,700 136,000 

～10,000凶 137,400 82,400 724,700 376, 100 332,600 180,000 

～25『000凶 173,600 104,100 854,200 444,400 399,800 217,200 

25,000 ni～ 217,000 130,200 975,000 509,200 469,000 256, 100 
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包A

"' 

第1号様式（条例第5条関係）

番号 補助金等の名称 補助事業者等の氏
名及び住所

広域河川改修費 近畿日本鉄道株式
負担金 会社

大阪府大阪市天王
寺区上本町6丁目
1-55 

同和地区公共下 津市
水道事業補助金 津市殿村5

2 

民付予定額
（予定時期）

560,000 
(H28-4) 

17,400 
(H28.9) 

予算に関する補助金等に係る資料

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

近鉄JI！原町駅付近連続立 （目的・2里由）
体交差事業と併せて実施 河川拡幅と鉄道橋の架
する三滝川の狭窄部を解 け替えを行うことで治水
消する河川改修事業のた 上のネック点在解消し、
め、鉄道橋架け替え工事 治水安全度の向上を図
に要する経費の一部を負 る。
担する。 （根拠）

二級河JI!三滝川鉄道橋・

道づ路く橋立緊急対策事業に
基 近鉄との協定書

対象区域I、おいて、平成9（目的置理由）
年度から13年度までの5年 田和地区における公共
間！こ実施した公共下水道 下水道の緊急かつ計画
事業及び特定環境保全公 的な整備を促進すること
共下水道事業で、国の財 により、生活環境の改善
政上の特別措置が講じら を図り、併せて公共用水
れない管渠の建設に要す 域の水質保全に寄与す
る経費について、地方債の る。
元利償還額の一部を補助 （根拠）
する。 県土繋備部関係補助金
（平成13年度までの制度 等交付要綱
で、新規採択終了）

県土整備部 1

（部局名県土整備部）（単位干円）

公益性の判断及び理由 諜（室）名
支出科目

款 項 目 事業名
①公共財 河川課 土木費 河川海 河川改 i可川整備交付
公共財である河川の改良 岸費 良費 金事業費
に伴い発生する経費の負
握であることから公益性を
有している。

①公公共共財財である河川や海等
下水道課 同上 都市計 下水道 下水道事業諸

函費 事業費 費
の公共用水域の水質汚濁
防止を図るものであり、公
益性を有している。



w 
官、

第1号様式（条例第5条関係）

番号 格助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

中勢沿岸流域下 津市
水道（志登茂川処 津市殿村5
理区）関連周辺地
域環境整備事業
負担金

3 

連続立体父差事 近畿日本鉄道株式
業負担金 会社

大阪府大阪市天王
寺区上本町6丁目
1 55 

4 

土地区画整理事 鈴鹿市白江土地区
業補助金 画整理組合

鈴鹿市南江島町
19 26 

5 

予算に関する補助金等に係る資料

交付予定額
事業内容 交付の自的、根拠及び理由

（予定時期）

45,468 志登茂ill浄化セン安一周 （目的・理由）
(H29.3) 辺環境整備事業を行うも 中勢沿岸流域下水道（志

のに対し、当該事業に要す 登茂川処理区）事業建設
る経費を負担する。 に伴う浄化セン事一周辺

地域の環境整備を促進
する。
（根拠）
中勢沿岸流域下水道（志
登茂川処理区）関連周辺
地域環境整備事業負担
金交付要綱

699 722 近鉄ill原町駅付近連続立
連（呂続的立・理体由交）差事業によ(H28.4) 体交差事業による鉄道施

設高架化等の都市計箇事 る鉄道施設高架化で複
業に要する経費の一部を 数の踏切除去を行うこと
負担する。 により、交通円滑化と踏

切事故の解消を図るロ
（根拠）
F都市における道路と鉄
道との連続立体交差化
に関する要綱』及び「同
細目要綱」に碁づく近鉄
との協定書

98 000 都市計画事業として土地 （呂的・理由）
(H28.4) 区画整理組合等が施行す 秩序ある都市づくりのた

る土地区画整理事業に要 めに、都市基盤整備を促
する経費を補助する。 進し、健全かつ機能的な

市（根街拠化）形成を図る。

県土整備部関係補助金
等交付要綱

県土整備部 2

（部局名県土整備部）（単位干円）

公益性の判断及び理由 課（室）名
支出科目

款 項 目 事業名
①公共財 下水道課 流域下 流域下 流域下 下水道対策費
公共財である河川や海等 水道事 水道事 水道建
の公共用水域の水質汚濁 業費 業費 設費
防止を図るものであり、公
益性を有している。

①公共財 都市政策課 土木費 都市計 街路事 街路整備父付
健全かつ機能的な都市形 画費 業費 金事業費
成を目的とした都市計聞道 県単街路事業
路等の整備に係る経費の 費
負担であることから公益性
を有している。

①都公共財 同上 同上 向上 土地区 土地区画整理
市基盤の整備が不十分 箇整理 交付金事業費

な地区における健全な市 費
街地整備に寄与しており、
公益性を有している。



《＂＇_, 

第1号様式（条例第5条関係）

番号 補助金等の名称 補劫事業者等の氏
名及び住所

大規模建築物耐 鳥羽市
震改修事業費補 鳥羽市鳥羽3丁目
助金 1-1 

6 

住宅新築資金等 名張市
貸付劫成事業（償 名張市鴻之台11 
還推進助成事業）
補助金

7 

民付予定額
（予定時期）

77,444 
(H28.4) 

10,357 
(H29.2) 

予算に関する補劾金等に係る資料

事業肉容 交付の目的、根拠及び理由

大規模建築物の耐震改修 （目的・E里由）
工事に要する費用の一部 大規模建築物の地震に
を補助する。 対する安全性の向上を

図り、県民の生命、財産
を保護する。
（根拠）
県土整備部関係補助金
等交付要綱

生活環境等の安定向上が （目的苦理由）
阻害されている地域の伎 貸付事業の実施に伴う
環境の整備を図ることを目 市町の財政負担につい
的として、住宅新築資金等 て、県が補助を行うこと
貸付事業による貸付を で、市町における貸付事
行った市町に対し、当該貸 業の円滑な実施を腐る。
付事業の実施に伴う市町 （根拠）
の償還事務に要する経費 県土整備部関係補助金
の一部を助成する。 等交付要綱

県土整備部 3

（部局名県土整備部）（単位千円）

公益性の判断及び理由 課（室）名 支出科医
款 項 目 事業名

⑤ナショナル（シビル）ミー 建築開発課 土木費 土木管 建築指 建築基準法施
マム 理費 導費 行費
災害時に避難所として活
閉される大規模建築物等
は、倒壊した場合、地域全
体の避難・救助活動の低
下が懸念されるほか、不特
定多数の利用者に甚大な
被害を及ぼす恐れがある。
このため、県民の生命、財
産を保護するとともに、被
害拡大を防ぐ観点から、公
的関与により耐震化を促
進する必要がある。

⑤マムナショナル（シピル）ミー 住宅課 向上 住宅費 住宅管 住環境整備事
理費 業費

当該事業は、市町村及び
都道府県並びに国が一体
となり、全国の市町村にお
いて実施された事業であ
り、公益性を有している。



む3
CX> 

第1号様式（条例第5条関係）

番号 補助金等の名称 補助事業者等の氏
名及び住所

木造住宅耐震補 津市
強事業費補助金 津市西丸の内231 

8 

向上 四日市市市
日 凶日市諏訪町1

5 

問上 鈴鹿市

10 鈴鹿市神戸1丁目
18-18 

向上 亀山市
11 亀山市本丸町577

予算に関する補助金等に係る資料

民付予定額
事業内容 交付の目的、根拠及び理由（予定詩期）

25 500 木造住宅の耐震補強工事 （目的－！！里由）
(H28.4) に要する費用の一部を補 住宅の地震に対する安

助する。 全性の向上を図り、県民
の生命、財産を保護す
る。
（根拠）
県土整備部関係補助金
等交付要綱

／ 

11,000 同上 同上
(H28.4) 

13,500 向上 向上
(H28.4) 

20000 向上 向上
(H28.4) 

県土整備部4

（部局名県土整備部）（単位千円）

公益性の判断及び理由 課（室）名 支出科目
望Z J:j!j 自 事業名

⑤ナショナル（シビル）ミー 住宅課 土木費 住宅費 住宅管 住まい安t心支
マム 理費 援事業費
現行の耐震基準を満たし
ていない木造住宅は地震
による倒壊の危険性が高
く、大規模災害時に甚大な
被害を及ぼす恐れがある
とともに、倒壊による道路
閉塞等により緊急車両等
の通行E活動に支障をきた
すなど、地域全体の被害
が拡大する恐れがある。
このため、県民の生命、財
産を保護するとともに、被
害拡大を防ぐ観点から、公
的関与により耐震化を促
進する必要がある。

同上 向上 向上 向上 同上 同上

向上 問よ 同上 同上 向上 同上

同上 同上 同上 同上 向上 向上


